
３ 消防防災科学技術を取り巻く
「変化」への対応

• （対応1-1）研究開発の方向性を明確に示す。

• （対応1-2）定期的に方向性を確認・補正するための仕組みを構築する。
（課題ア①）研究開発分野の拡がりに伴い、全
体としての方向性がわかりにくくなっている。

• （対応２）関係省庁・機関との連携・情報共有を効率的に行える体制を構
築する。

（課題ア②）政府全体として、関係省庁が分野
ごとに連携して効率的に成果を得ることが求
められている。

• （対応３）製品開発に関する消防研究センターの役割を整理する。
（課題イ）消防研究センターの研究開発のうち、
製品開発に係るものについて、市場化への移
行の円滑さにばらつきがみられた。

• （対応４）競争的資金について社会還元を進めるための体制を構築する。
（課題ウ）競争的資金の活用による研究開発
において、十分な社会還元が得られていない。
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資料４



（１）研究開発全体のハンドリング
ア 研究開発目標の設定

• 現下の課題への対応を中心に整理する。

• おおむね５年後に得るべき成果を示す。

• 特に注力すべき課題についても整理する。

• 技術動向との関係を整理する。

検討方針

• 自然災害リスクの増大への対応（地震、風水害、噴火等）

• 社会の脆弱性への対応（社会の変化や消防組織自体の変化に伴う脆弱化）

• 系統的な研究課題への対応（火災メカニズムに関する研究）

対応すべき課題
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資料５で整理



（１）研究開発全体のハンドリング
イ チェック体制の構築

H33

戦略プラン評価（４年目） 次期戦略プラン策定

H32

戦略プラン評価（３年目） 消防研究センター次期計画作成

H31

戦略プラン評価（２年目）

H30

戦略プラン評価（初年度） 消防研究センター中間評価
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戦略プランの評価

確認事項

研究開発事項に係るニーズの変化

関係省庁との連携の進捗状況

社会還元につなげる仕組みの効果

競争的資金の当該年度テーマ設定の是非

方法

有識者による評価とする。

消防機関等の意見を取り込む。

必要に応じ、評価後に戦略プランの修
正を行う。
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（２）関係省庁・機関との連携
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科学技術基本計画、科学技術イノベーション総合戦
略に沿った研究開発

SIP（戦略的イノベーション創造プログラム）等の省庁
横断プロジェクトへの積極的参画



科学技術基本計画
消防防災関係

防災・減災や国土強靱化
等に向けた取組を進める。

災害に負けないインフラを構築する技術

災害を予測・察知してその正体を知る技術

発災時に被害を最小限に抑えるために、早期に被害状況を把握し、国民
の安全な避難行動に資する技術

研究開発の推進

災害情報をリアルタイムで共有・利活用する仕組みの構築の推進

（H28.6.22閣議決定）
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科学技術イノベーション総合戦略2017
（H29.6.2閣議決定）

消防防災関係

石油タンクなどの重
要インフラ設備への
対策

情報収集、消火、救助を、安全確保を踏まえて行
うためのロボット技術の開発

情報のリアルタイム共有を可能とする府省庁連携
災害情報共有方式（ＳＩＰ４Ｄ）を核とするプラット
フォームの構築

災害・事故対策、消火技術に関する開発

沿岸域の重要施設へ
の対策

地震・津波発
生時の予防・
応急対策

大規模災害における捜索救助活動対策
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SIPにおける関係分野
（戦略的イノベーション創造プログラム）

自動走行

自動車専用道路での完
全自動走行を実現（国
交省、経産省、総務省

等）

緊急車両接近時の自
動走行車両の挙動につ
いてのプロトコルの検
討に消防庁も参加予定。

防災・減災

災害情報共有プラット
フォーム（SIP4D）の構築

（内閣府等）

消防庁では、地震火災
予測、危険物施設被害
予測をSIP4Dに取り込む
ための研究開発を予定。

 府省連携による分野横断的な取組を産学
官連携で推進。
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※H29年度SIP関連資料抜粋



（３）消防研究センターの役割
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製品開発

• 製品開発については、消防研究センターだけでは社会実装が不可能。⇒研究機関・企業との連携が不可欠。
⇒消防研究センターが研究者として知的体系を構築し、製品化に携わる研究機関・企業に知的成果を提供する
ことが効率的。

火災メカニズムの調査分析、消防活動に係るマクロ分析等

• 消防研究センターが系統的に行っている研究分野については、その成果を施策提言等により社会還元すること
が求められている。⇒消防研究センターにおいて必要な人材確保・設備整備を図ることが必要。

短期的な課題・地域的な課題への対応

• 消防研究センターで継続的な人材確保・設備整備を図ることが効率的ではないことから、研究機関・企業が中
心となって研究開発を進める。

• その際、消防研究センターが消防機関との調整等について補助することも有効ではないか。



消防研究センターの役割（イメージ）

Ａ
消防研究センターが系統的

に行っている研究分野
（火災メカニズムの調査分
析、消防活動に係るマクロ

分析等）

Ｂ
研究機関・企業と消防
研究センターが連携し
て成果を得る分野

（製品開発）

Ｃ
研究機関・企業が中心
となって研究開発を進
める分野（短期的な課
題・地域的な課題）
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消防研究セン
ターでの研究、
火災原因調
査結果

消防庁・消防
機関等の
ニーズ

消防研究
センター：
知識体系
の構築

研究機関・
企業：製品

開発

消防庁・消
防機関等
のニーズ

消防研究
センター：
助言・指導

研究機関・
企業 ：
製品化等



（４）競争的資金の活用

消防防災行政上
のニーズ

消防研究
センター

•系統的な研究

•行政や競争的資金
に対する技術的助
言

競争的
資金

•社会実装に向けた
研究開発

•地域のニーズに対
応した研究開発
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社会実装

•製品化

•施策への提言

地域ニーズに対
応した研究開発

•消防機関の意
欲向上

•研究者のすそ
野の拡大

技術的助言

•災害等におけ
る技術的助言

•行政施策上の
助言

•社会実装のた
めの研究開発
についての助
言

系統的な研究

•社会実装に資
する基礎的理
論の確立

•施策への提言



ア 競争的資金の現状と課題

［現状］

ニーズの
把握

• 開発者がそ
れぞれ探索

研究開発

• 競争的資金
により支援

社会実装

• 開発者が必
要な対策を
模索

［課題］
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ニーズの把握

• 消防機関のニーズが表面化しにくい。

研究開発

• 特に製品化において、必要な技術検証（堅牢、
耐熱等）が不十分なことが多い。

社会実装

• 検証結果を消防機関が容易に把握できず、消
防機関における導入につながりにくい。。



イ 競争的資金の見直し方針

ニーズの把
握

• 消防機関のニーズを集約し、研究機関・企業とのマッチングがで
きるための仕組みを構築する。

研究開発

• 消防防災の専門家（PO）による着手段階、研究開発過程での支
援体制を構築する。

社会実装

• 良否の判断に資する評価を行い、結果を消防機関に公開する。

• 市場化の専門家による製品開発に関する支援体制を構築する。
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具体的な体制について、Ｈ３０に検討し、順次対応を行う。
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